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本資料は、将来の予測等に関する情報（「将来予測」）を含む場合があり、また当社の経営陣は将来予測に関する発言を行うことがあります。これらの情報
は、過去の事実ではなく、あくまで将来の事象に対する当社の予測にすぎず、その多くは本質的に不確実であり、当社が管理できないものであります。 実
際の結果や財務状態は、これらの将来予測に示されたものとは、場合によっては著しく異なる可能性があります。したがって、将来予測は、過度に信頼すべ
きではなく、不確実性やリスク要因をあわせて考慮する必要がある点にご留意ください。実際の結果に影響を与える可能性がある重要なリスク要因として
は、経済情勢、市場環境、政治的イベント、投資家のセンチメント、セカンダリー市場の流動性、金利の水準とボラティリティ、為替レート、有価証券の評価、
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種開示書類にもより詳細な記載がございますので、ご参照ください。

なお、本資料の作成日以降に生じた事情により、将来予測に変更があった場合でも、当社は本資料を改訂する義務を負いかねますのでご了承ください。

本資料に含まれる連結財務情報は、監査対象外とされております。

Disclaimer

1



-215.8

11.4 

27.7 

10.2 

18.4 

2.3 1.1 

13.4 11.9 

17.8 

-46.1 

17.8 
22.1 

1.9 

-70.0 

-60.0 

-50.0 

-40.0 

-30.0 

-20.0 

-10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 
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1. 内部者取引事案に関する調査委員会の報告および当社としての改善策 2
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公募増資にかかるイン
サイダー問題



目指す姿：「アジアに立脚したグローバル金融サービス・グループ」は不変
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 日本を含むアジアをマザーマーケットと位置付け、アジアを起点にグローバルに展開するビジネスモデル
 欧州・米州ではアジアとの関連性が高いビジネス、各地域のお客様に付加価値を提供できる持続可能なビジネスに注力

アジア：
長期的な成長をもたらす
マザーマーケットとしての

位置付け

グローバル・プラットフォームを活かし、特にアジアとの
クロスボーダー取引を推進

米州：
シナジー効果と
単独での収益性に

着目

欧州：
シナジー効果と
単独での収益性に

着目



経営目標(2016年3月期)

1. 旧マーチャント・バンキングで税前利益554億円を計上したこと等により、EPSが増加
2. 国ごとに実効税率が異なるため、利益の地域構成によってEPS 50円を達成するための税前利益は変動する可能性あり

2016年3月期、一株当たり当社株主に帰属する当期純利益(EPS)＝50円の達成に向け、ビジネスの見直しを行う
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38.2億株

(円)

EPS＝50円
(2016年3月期までに)

3セグメント税前利益に換算した場合：2,500億円程度2
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部門別ターゲット

1. 旧マーチャント・バンキングの税前利益528億円を含む

2. その他には営業目的で保有する投資持分証券の評価損益を含む。また2016年3月期の税前利益(目標)はその他を考慮せず
5

営業部門
アセット・マネジメント部門

ホールセール部門
 競争優位性を発揮できる分野へ経営資源を投下～選択と集中
 コスト構造の大幅な見直し～損益分岐点の引き下げ

 当社の安定的収益基盤として更に強化

ホールセール
部門

アセット・マネ
ジメント部門

営業部門

税前利益 –部門別 税前利益 - 地域別(財務会計ベース)

(10億円) (10億円)

リーマン承継前 リーマン承継前
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目標達成に向けた施策
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営業部門：お客様からの信頼獲得とグループの安定収益基盤としての役割を両立

2016年3月期の税前利益1,000億円、顧客資産残高90兆円を目指す 目標達成に向けたアクション(一例)

ストック収入(信託報酬など)の増加を図る
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コンサルティング営業の
深化

人材育成

チャネル戦略

商品戦略

 複雑化・高度化するお客様のニーズに
対し、付加価値の高い提案

 お客様のニーズに応じた付加価値を
提供できる社員の育成

 マネジメント層の能力開発、若手社員の
育成

 タイムリーな商品提供

 ポートフォリオ構築や時間軸の長い投
資を念頭においた商品組成

 各チャネルのミッションに沿って取組み
を強化

厳しい環境下でも、税前利益1,000億円以上を安定的に計上できる
体制を構築
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2016年3月期の税前利益250億円を目指す

アセット・マネジメント部門：多様な運用機会を提供し、

特色あるアジアの運用会社として地位を確立
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 投資家への多様な運用機会を提供  投資信託ビジネスでは投資家の多様なリスク・リターンのニーズに応える幅広い商品を提供

 投資顧問ビジネスでは日本・アジアを中心とした優れた投資戦略をグローバルに提供

 特色あるアジアの運用会社として
地位を確立

 アジアに本拠を置く運用会社としての特色を発揮し、世界における地位をさらに強固なものとする

 これまで整備してきたアジアの運用体制を活かした運用パフォーマンスを確保

 アジア株・債券、エマージング市場やシャリア等のプロダクトをグローバルの投資家に提供

 経済成長が見込まれるアジアをはじめとしたグローバルの投資家から受託資産を拡大



ホールセール部門：競争優位性のある分野へ経営資源を投下し、収益性を改善

1. 日本、韓国、台湾などを除く

 フィクスト・インカム

 対顧客ビジネスの更なる推進

 ソリューションやクロスボーダー・ビジネスに一層注力

 エクイティ

 欧州株・米州株・アジア株1の執行ビジネスはインスティネットに集約

 リサーチは顧客ニーズに合わせた絞込みを実施

 インベストメント・バンキング

 当社の強みを活かせる地域とセクターに注力

 2016年3月期の経営目標達成には、ホールセール部門の利益貢献(税前利益：1,250億円)が必須
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競争優位のある
分野へ

選択と集中

コスト構造の
見直し

欧州

アジア

人件費以外
の費用

 総額10億ドルの追加コスト削減を、2014年3月を

目途に完了

 コーポレート部門では、IT費用の抜本的見直し、

ビジネスの効率性向上、組織体制の適正化を図る
45%
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16%

45%

55%

欧州

アジア

日本

人件費以外
の費用

総額10億ドルの内訳

<地域別内訳> <費用項目内訳>

日本

米州
人件費



最後に
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最後に
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時代の変化に合わせて当社自身も変化する
～ Fit for the Future ～

すべてはお客様のために
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